



























































































































































	第2章　マスタープラン 
	2.1 需要予測 
	2.1.1 目標年次における社会経済条件 
	2.1.2 需要予測の手法 
	2.1.3 マクロ予測 
	2.1.4 ミクロ予測 
	2.1.5 荷姿別需要予測結果（コンテナ、雑貨、バルク及び液体バルク） 
	2.1.6 旅客需要予測結果 

	2.2 将来の開発上の制約及びポテンシャル 
	2.2.1 ムンバイ港及びジャワハルラルネルー港における将来の開発ポテンシャル 
	2.2.2 進入航路増深の場合の予備的浚渫量算定 
	2.2.3 土地利用 
	2.2.4 再開発に関する法規制 
	2.2.5 ムンバイ港における現状の利用から港湾関連利用への転換が可能な土地 

	2.3 ムンバイ港及びジャワハルラルネルー港の機能分担 
	2.3.1 世界のコンテナ輸送概況 
	2.3.2 近隣ハブ港の開発状況 
	2.3.3 インド国西海岸における主要港の将来計画 
	2.3.4 世界のコンテナ船の概況 
	2.3.5 インド国西海岸におけるムンバイ港及びジャワハルラルネルー港の基本的な機能分担 
	2.3.6 ムンバイ港及びジャワハルラルネルー港におけるコンテナ貨物の背後圏 
	2.3.7 ムンバイ港及びジャワハルラルネルー港におけるコンテナ貨物の貿易相手国 
	2.3.8 ムンバイ港における航路毎のコンテナ船の最も経済的なサイズ 
	2.3.9 ムンバイ港及びジャワハルラルネルー港のコンテナ取扱いに関する機能分担 

	2.4 ムンバイ港のマスタープラン 
	2.4.1 ムンバイ港マスタープランの基本的考え方 
	2.4.2 コンテナ取扱いにおけるマスタープラン 
	2.4.3 雑貨貨物取扱い施設の近代化に関するマスタープラン 
	2.4.4 海上オイルターミナルのマスタープラン 
	2.4.5 臨港交通施設に関するマスタープラン 
	2.4.6 主航路、進入航路及び泊地に関するマスタープラン 
	2.4.7 航行安全に関するマスタープラン 
	2.4.8 旅客船交通に関するマスタープラン 
	2.4.9 ムンバイ港の開発及び近代化に関する段階計画 

	2.5 設計及び事業費算定 
	2.5.1 概要 
	2.5.2 予備的構造設計 
	2.5.3 事業費算定 

	2.6 概略経済分析 
	2.6.1 経済分析の目的及び手法 
	2.6.2 経済分析の前提条件 
	2.6.3 プロジェクトによる便益 
	2.6.4 プロジェクトの事業費 
	2.6.5 経済分析の結果 

	2.7 管理運営システムの改善計画 
	2.7.1 港湾管理運営の基本方針 
	2.7.2 ムンバイ港における将来の管理運営システム 
	2.7.3 簡素化した港湾料金システム 
	2.7.4 書類手続きの簡素化と情報システム 
	2.7.5 人事管理 

	2.8 初期環境評価(IEE) 
	2.8.1 プロジェクトの概要 
	2.8.2 初期環境評価 
	2.8.3 初期環境評価の結果 





